
（英文名称・略称）

邦　　貨 外貨１ 外貨２
（千　円） （千ドル） （千　　　）

806,520 8,580 100
‐ ‐ ‐
‐ ‐ ‐

当該年度の収入 127,796
１位 欧州委員会 197,400 90.8 当該年度の支出 120,490
２位 日本 8,580 3.9 次年度への繰越 （不明）
３位 スウェーデン 6,000 2.8
４位 フィンランド 2,700 1.3
５位 アイルランド 2,000 0.9

ポストの名称 職　員　氏　名 備　　考

　　　　0　　％

ECが持つパレスチナ支援の枠組みにおける拠出上位5カ国

　最近３年間の我が国支払額及びＯＤＡ率

金額
（千ドル）

国　　　　名
拠出率（注）

（％）

 欧州会計監査院 

 　当該機関重要ポストへの邦人職員送り込みについての具体的な計画

　　邦人職員が占めている幹部ポスト

EC（European Commission, 欧州委員会）はＥＵ(European Union, 欧州連合）の行政・執行機関であると同時に、国際社
会との関係においてはＥＵを代表する機関として機能し、一ドナーとして途上国に対する開発支援を行っている。EUにお
ける開発支援政策の策定を強化する役割を担うとともに、財政的手段等を通じて、国連が掲げるミレニアム開発目標を
始め、途上国のグッド・ガバナンス、経済開発、人権、飢餓、環境といった様々な課題に取り組んでいる。2011年1月には
EUによる開発政策の一貫性を確保するため、開発総局と欧州援助協力事務局を統合して開発協力総局（EuropeAid）を
設立した。中東和平においてもカルテットの一員として主導的な役割を果たすとともに、パレスチナ自治区を中心に独自
のスキームで中東地域への支援も重点的に行っており、我が国が平成22年度予算で本件に初めて拠出した際には、我
が国の意見が反映され、EUの持つノウハウを活かし、我が国の対パレスチナ支援の施策を推進する新たな例となった。
我が国としても和平プロセスを後押しする上でＥＵと協同することは有意義。

　うち　　0　人

　邦人職員数
　うち幹部以上

　当該機関全体の職員数
　及び邦人職員が占める率

European Commission (EC)

単   位
ODA率（％）

国際機関等の財政

平成２０年度
平成２１年度

　当該機関等に対する我が国としての評価
　（合理化、機能強化のための改革が行われているか，当該機関等の政策に対する我が国の意見の反映度を含む）

1米ドル =　94円
‐

パレスチナ自治区における緊急雇用創出プログラム事業

 　拠出上位５ヶ国・地域・機関等（２０１０年のもの）

　　　　　0　人 　　　32,949人

会計検査機関名

外務省中東アフリカ局中東第一課

‐

レート

　拠出金名：欧州委員会拠出金（災害対策等人道支援（中東和平実現））

 　国際機関等名
欧州委員会

　国連（事務局）　　　　　国連（基金・計画）　　　　　国連専門機関　　　　　その他　　　

（注）我が国と各国とは会計年度が異なるため、拠出率については暦年となっている。

種　　　別

　所管官庁担当局課名

（2010年度決算）（百万ユーロ）

　　当該拠出金の目的・用途等

平成２２年度


